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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第49期 

第１四半期 
連結累計期間 

第50期 
第１四半期 

連結累計期間 
第49期 

会計期間 
自平成25年４月１日 
至平成25年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成25年４月１日 
至平成26年３月31日 

売上高 （百万円） 77,210 82,267 328,209 

経常利益 （百万円） 3,676 3,493 20,745 

四半期（当期）純利益 （百万円） 1,861 1,722 10,955 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,906 2,398 13,908 

純資産額 （百万円） 176,697 186,850 180,205 

総資産額 （百万円） 289,095 333,844 342,495 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 18.51 17.14 108.99 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 53.8 49.2 46.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △5,617 △1,348 21,056 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △2,684 △3,485 △16,701 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 1,582 4,613 △9,142 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） 33,847 35,566 35,791 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

当第１四半期連結累計期間において、ＡＬＳＯＫ双栄株式会社および日本ビル・メンテナンス株式会社の株式を

取得し、連結子会社としております。

なお、ＡＬＳＯＫ双栄株式会社は主としてセキュリティ事業を、日本ビル・メンテナンス株式会社は主として綜

合管理・防災事業を営んでおります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、懸念されていた消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動

減が一部であったものの、企業収益・雇用環境の改善、株価上昇等が見られました。依然として新興国経済等の不

安要素はありますが、日本経済は着実に回復していくことが期待されます。

このような経済環境の中、機械警備業務においては、引き続きホームセキュリティを中心に警備の契約収入およ

び機器の売却収入が伸び、常駐警備業務においては新たに大型の施設警備業務を受注し、警備輸送業務においては

流通業等からの入金機の受注および金融機関からのアウトソーシング拡大に伴うATM綜合管理業務の受注が増加し

たことにより、セキュリティ事業の売上高は70,780百万円（前年同期比4.1％増）となりました。

綜合管理・防災事業では、今期よりALSOK双栄株式会社および日本ビル・メンテナンス株式会社を連結子会社化

したことにより、売上高は10,715百万円（前年同期比26.7％増）となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は82,267百万円（前年同期比6.5％増）となりまし

た。

利益面につきましては、連結子会社化しました会社の主として一時的な季節要因により、セキュリティ事業の営

業利益は4,854百万円（前年同期比4.6％減）、綜合管理・防災事業の営業利益は420百万円（前年同期比4.8％減）

となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間における営業利益は3,206百万円（前年同期比4.4％減）、経常利益は

3,493百万円（前年同期比5.0％減）、四半期純利益は1,722百万円（前年同期比7.4％減）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の状況は、次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間の営業活動の結果減少した資金は1,348百万円（前年同期比76.0％減）であります。

資金の主な増加要因は、売上債権の減少による資金の増加4,146百万円、税金等調整前四半期純利益3,466百万円で

あります。これらに対し資金の主な減少要因は、仕入債務の減少による資金の減少6,666百万円、法人税等の支払

3,927百万円、警備輸送業務に係る資産・負債の増減額の減少1,673百万円であります。

なお、警備輸送業務に係る資産・負債の増減額には、警備輸送業務用現金及び短期借入金のうち警備輸送業務用

に調達した資金等の増減が含まれております。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間の投資活動の結果使用した資金は3,485百万円（前年同期比29.9％増）であります。

資金の主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出2,416百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得

による支出1,110百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間の財務活動の結果増加した資金は4,613百万円（前年同期比191.5％増）であります。

資金の主な増加要因は、短期借入金の増加（純額）7,992百万円であります。これに対し資金の主な減少要因は、

配当金の支払1,759百万円、長期借入金の返済による支出814百万円、リース債務の返済による支出538百万円であ

ります。
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(3) 生産、受注及び販売の状況

（生産実績）

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第１四半期連結会計期間末日現在実施中の契約件数をセグメ

ントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間末

（平成26年６月30日）
前年同四半期比（％）

セキュリティ事業      

機械警備業務 （件） 697,051 7.8

常駐警備業務 （件） 3,524 13.2

警備輸送業務 （件） 56,312 6.4

合計 （件） 756,887 7.7

綜合管理・防災事業 （件） 67,126 17.8

報告セグメント計 （件） 824,013 8.5

その他 （件） 14,197 21.6

合計 （件） 838,210 8.7

 

（販売実績） 

販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

前年同四半期比（％）

セキュリティ事業      

機械警備業務 （百万円） 37,111 1.7

常駐警備業務 （百万円） 20,810 10.5

警備輸送業務 （百万円） 12,858 1.4

合計 （百万円） 70,780 4.1

綜合管理・防災事業 （百万円） 10,715 26.7

報告セグメント計 （百万円） 81,496 6.6

その他 （百万円） 771 2.0

合計 （百万円） 82,267 6.5

（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売実績が総販売実績の10％以上の相手はありません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は、総額155百万円であり、主にセキュリティ事業に係るもので

あります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種    類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種 類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月５日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内 容

普通株式 102,040,042 102,040,042
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 102,040,042 102,040,042 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

平成26年４月１日～ 
平成26年６月30日

－ 102,040,042 － 18,675 － 29,320

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

平成26年３月31日現在
 

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式  1,506,300 －

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。

完全議決権株式(その他) 普通株式 100,521,900 1,005,219 同上

単元未満株式 普通株式    11,842 －
1単元(100株)未満の株式で

あります。

発行済株式総数 102,040,042 － －

総株主の議決権 － 1,005,219 －

 

②【自己株式等】

平成26年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

綜合警備保障㈱

東京都港区

元赤坂一丁目

６-６

1,506,300 － 1,506,300 1.48

計 － 1,506,300 － 1,506,300 1.48

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

- 6 -

2014/08/06 11:55:44／14005519_綜合警備保障株式会社_第１四半期報告書



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 43,161 42,781 

警備輸送業務用現金 ※ 98,579 ※ 85,443 

受取手形及び売掛金 36,055 33,090 

有価証券 415 354 

原材料及び貯蔵品 4,380 5,041 

未成工事支出金 343 495 

立替金 6,370 6,033 

その他 10,363 17,750 

貸倒引当金 △211 △217 

流動資産合計 199,458 190,774 

固定資産    

有形固定資産 68,225 68,796 

無形固定資産    

のれん 769 1,733 

その他 5,381 5,595 

無形固定資産合計 6,151 7,328 

投資その他の資産    

投資有価証券 34,466 35,678 

その他 35,046 32,115 

貸倒引当金 △853 △848 

投資その他の資産合計 68,659 66,944 

固定資産合計 143,036 143,069 

資産合計 342,495 333,844 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 21,069 16,347 

短期借入金 ※ 59,637 ※ 52,925 

未払法人税等 4,203 723 

引当金 1,310 1,052 

その他 28,100 37,033 

流動負債合計 114,322 108,082 

固定負債    

社債 20 75 

長期借入金 3,983 3,352 

退職給付に係る負債 33,554 24,560 

役員退職慰労引当金 1,696 1,641 

資産除去債務 67 67 

その他 8,645 9,213 

固定負債合計 47,968 38,910 

負債合計 162,290 146,993 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 18,675 18,675 

資本剰余金 32,117 32,117 

利益剰余金 114,961 120,701 

自己株式 △1,988 △1,988 

株主資本合計 163,766 169,505 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 5,969 6,034 

土地再評価差額金 △5,343 △5,343 

為替換算調整勘定 46 43 

退職給付に係る調整累計額 △6,148 △5,883 

その他の包括利益累計額合計 △5,475 △5,148 

少数株主持分 21,914 22,494 

純資産合計 180,205 186,850 

負債純資産合計 342,495 333,844 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 77,210 82,267 

売上原価 58,610 62,325 

売上総利益 18,600 19,942 

販売費及び一般管理費 ※ 15,244 ※ 16,735 

営業利益 3,355 3,206 

営業外収益    

受取利息 54 53 

受取配当金 169 168 

持分法による投資利益 － 5 

その他 409 393 

営業外収益合計 634 621 

営業外費用    

支払利息 140 161 

持分法による投資損失 1 － 

その他 171 172 

営業外費用合計 313 333 

経常利益 3,676 3,493 

特別利益    

投資有価証券売却益 24 2 

受取補償金 88 － 

特別利益合計 113 2 

特別損失    

投資有価証券評価損 8 29 

固定資産除却損 64 － 

特別損失合計 73 29 

税金等調整前四半期純利益 3,716 3,466 

法人税等 1,606 1,475 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,110 1,990 

少数株主利益 249 268 

四半期純利益 1,861 1,722 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 2,110 1,990 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 784 80 

為替換算調整勘定 △8 △3 

退職給付に係る調整額 － 212 

持分法適用会社に対する持分相当額 19 118 

その他の包括利益合計 795 408 

四半期包括利益 2,906 2,398 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,649 2,049 

少数株主に係る四半期包括利益 256 349 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 3,716 3,466 

減価償却費 2,193 2,671 

のれん償却額 92 126 

負ののれん償却額 △20 △20 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △27 △5 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 299 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 329 

賞与引当金の増減額（△は減少） △509 △635 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △137 △175 

受取利息及び受取配当金 △224 △221 

支払利息 140 161 

持分法による投資損益（△は益） 1 △5 

固定資産売却損益（△は益） 2 △0 

固定資産除却損 86 37 

投資有価証券売却損益（△は益） △24 △2 

投資有価証券評価損益（△は益） 8 29 

デリバティブ評価損益（△は益） △33 32 

売上債権の増減額（△は増加） 5,275 4,146 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,106 △752 

仕入債務の増減額（△は減少） △3,999 △6,666 

前払年金費用の増減額（△は増加） △222 － 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △275 

警備輸送業務に係る資産・負債の増減額 △5,423 △1,673 

その他 △2,344 1,883 

小計 △2,257 2,448 

利息及び配当金の受取額 304 299 

利息の支払額 △150 △169 

法人税等の支払額 △3,514 △3,927 

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,617 △1,348 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額（△は増加） 86 424 

有形固定資産の取得による支出 △2,725 △2,416 

有形固定資産の売却による収入 8 1 

投資有価証券の取得による支出 △397 △222 

投資有価証券の売却による収入 343 206 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
－ △1,110 

短期貸付金の増減額（△は増加） △6 6 

長期貸付けによる支出 △17 △62 

長期貸付金の回収による収入 37 90 

その他 △12 △402 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,684 △3,485 
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    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,761 7,992 

長期借入れによる収入 150 160 

長期借入金の返済による支出 △884 △814 

社債の償還による支出 △5 △25 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

リース債務の返済による支出 △727 △538 

配当金の支払額 △1,407 △1,759 

少数株主への配当金の支払額 △304 △401 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,582 4,613 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △11 △5 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,729 △225 

現金及び現金同等物の期首残高 40,541 35,791 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
36 － 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 33,847 ※ 35,566 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（１）連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、ＡＬＳＯＫ双栄株式会社および日本ビル・メンテナンス株式会社

の株式を取得したため、同社を連結の範囲に含めております。

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数を基礎とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が8,933百万円減少し、利益剰余金が5,776

百万円増加しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ61百万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算することとしており

ます。

なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※ 警備輸送業務用現金

前連結会計年度（平成26年３月31日）

警備輸送業務用の現金であり、他の目的による使用を制限されております。

また、短期借入金残高のうち、当該業務用に調達した資金が51,927百万円含まれております。

 

当第１四半期連結会計期間（平成26年６月30日）

警備輸送業務用の現金であり、他の目的による使用を制限されております。

また、短期借入金残高のうち、当該業務用に調達した資金が36,835百万円含まれております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成26年６月30日） 

給与諸手当 8,383百万円 9,047百万円 

賞与引当金繰入額 119 274 

役員賞与引当金繰入額 61 62 

役員退職慰労引当金繰入額 28 26 

貸倒引当金繰入額 △2 1 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

現金及び預金勘定 41,287百万円 42,781百万円

預入期間が３ヶ月を超える預金 △7,678 △7,429

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券）

238 213

現金及び現金同等物 33,847 35,566

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,407 14.0 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,759 17.5 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３  
セキュリテ
ィ事業 

綜合管理・
防災事業 

計 

売上高              

外部顧客への
売上高 

67,996 8,457 76,454 755 77,210 － 77,210 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

600 25 626 81 707 △707 － 

計 68,597 8,483 77,080 837 77,917 △707 77,210 

セグメント利益 5,087 442 5,529 35 5,565 △2,209 3,355 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、多機能型ATM「MMK」の

提供、セキュリティソリューション事業、情報警備事業、交通事故現場への「現場急行サービス」

等があります。

２．セグメント利益の調整額△2,209百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

減損損失を認識していないため、また、のれん等の金額に重要な影響を及ぼす事象が生じていないため記載

しておりません。

 

- 15 -

2014/08/06 11:55:44／14005519_綜合警備保障株式会社_第１四半期報告書



Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３  
セキュリテ
ィ事業 

綜合管理・
防災事業 

計 

売上高              

外部顧客への
売上高 

70,780 10,715 81,496 771 82,267 － 82,267 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

184 3 188 82 270 △270 － 

計 70,965 10,719 81,684 853 82,538 △270 82,267 

セグメント利益 4,854 420 5,274 139 5,414 △2,208 3,206 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、多機能型ATM「MMK」の

提供、セキュリティソリューション事業、情報警備事業、交通事故現場への「現場急行サービス」

等があります。

２．セグメント利益の調整額△2,208百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均

残存勤務期間に近似した年数を基礎とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反

映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、それぞ

れ「セキュリティ事業」で60百万円増加し、「綜合管理・防災事業」で0百万円増加し、「その他」で0百万円

増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

減損損失を認識していないため記載しておりません。

（のれんの金額の重要な変動）

当第１四半期連結累計期間において、ＡＬＳＯＫ双栄株式会社および日本ビル・メンテナンス株式会社の株

式を取得し、連結子会社としたことにより、のれんの金額に重要な変動が生じております。なお、当該事象に

よるのれんの増加額は、1,090百万円であります。当該のれんについては、報告セグメントに配分しておりま

せん。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１ ＡＬＳＯＫ双栄株式会社

（１）企業結合の概要

ア 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称  ＡＬＳＯＫ双栄株式会社

事業の内容     警備の請負とその保障、各種施設の綜合管理業務の請負とその保障等

イ 企業結合を行う主な理由

当社は、日産自動車株式会社の100％子会社である株式会社日産クリエイティブサービス（以下

「ＮＩＣＳ」という。）から、ＮＩＣＳが新たに設立した同社のセキュリティ事業およびビルメンテ

ナンス事業を継承する会社の全株式を譲り受け、当社の100％子会社としてＡＬＳＯＫ双栄株式会社

を設立いたしました。

ＮＩＣＳは、セキュリティ事業は常駐警備、機械警備等のサービスを、ビルメンテナンス事業は消

防工事、清掃等のサービスを提供しております。またそれらの事業は、永年に亘る安定的なサービス

の提供と高い技術力により、強固なブランド力を有しております。

当社は、同社より当該事業を承継する会社の全株式を譲り受け、双方の経営資源や事業ノウハウを

融合することで、お客様に対し、さらに付加価値の高いサービスの提供を図ることを目的としており

ます。

ウ 企業結合日

平成26年４月１日

エ 企業結合の法的形式

株式の取得

オ 結合後企業の名称

変更ありません。

カ 取得した議決権比率

100％

キ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したことによります。

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年４月１日から平成26年６月30日まで

（３）被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価       現金          966百万円

取得に直接要した費用  アドバイザリー費用等   51百万円 

取得原価                   1,017百万円

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

ア 発生したのれんの金額

840百万円

イ 発生原因

取得原価が企業結合時における時価純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして認識してお

ります。

ウ 償却方法及び償却期間

10年で均等償却
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２ 日本ビル・メンテナンス株式会社

（１）企業結合の概要

ア 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 日本ビル・メンテナンス株式会社

事業の内容 総合ビルメンテナンス業

イ 企業結合を行う主な理由

日本ビル・メンテナンス株式会社（以下「ＮＢＭ」という。）は、建築物の維持管理サービス等を

提供する総合ビルメンテナンス会社であり、1955年の創業以来、設備管理・清掃管理・警備・工事業

務等において、高品質なサービスを提供することで、お客様の高い信頼を得つつ事業を拡大してまい

りました。

当社は、今次の株式取得（子会社化）により、ＮＢＭが当社グループに加わり、当社グループ事業

と連携・融合を進めることで、ＮＢＭの事業拡大と当社グループの事業の幅の広がりが期待できると

ともに、お客様財産の維持・管理・運営に関するご要請にトータルにお応えする体制が充実し、お客

様サービスと利便性の一層の向上が図れるものと判断いたしました。

ウ 企業結合日

平成26年４月８日

エ 企業結合の法的形式

株式の取得

オ 結合後企業の名称

変更ありません。

カ 取得した議決権比率

77.1％

キ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として、株式を取得したことによります。

（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

当期首をみなし取得日としているため、平成26年４月１日から平成26年６月30日まで

（３）被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価       現金          1,679百万円

取得に直接要した費用  アドバイザリー費用等    58百万円 

取得原価                    1,737百万円

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

ア 発生したのれんの金額

250百万円

イ 発生原因

取得原価が企業結合時における時価純資産額を上回ったため、その差額をのれんとして認識してお

ります。

ウ 償却方法及び償却期間

５年で均等償却
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   18円51銭 17円14銭

（算定上の基礎）      

四半期純利益金額 （百万円） 1,861 1,722

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額 （百万円） 1,861 1,722

普通株式の期中平均株式数 （千株） 100,519 100,518

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年７月31日

綜合警備保障株式会社 

取締役会 御中 

 
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 山田 茂善  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柴谷 哲朗  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 藤本 浩巳  印 

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている綜合警備保障株

式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から

平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、綜合警備保障株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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